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第２回定例会 特集

（６月４日～１７日）

日本原電に再稼働申請を中止・撤回

をするよう申し入れる大内久美子県

議（左端）、鈴木さとし県議（右か

ら３人目）ら（４月18日・水戸市笠

原の日本原電茨城総合事務所）

日本共産党茨城県議会議員団 検索

原
子
力
規
制
委
員
会
で
審
査
が

始
ま
り
ま
し
た
。
新
規
制
基
準
は

燃
え
に
く
い
難
燃
性
の
電
気
ケ
ー

ブ
ル
の
使
用
を
求
め
て
い
ま
す

が
、
東
海
第
２
原
発
は
可
燃
性
の

古
い
タ
イ
プ
の
ケ
ー
ブ
ル
で
す
。

申
請
し
た
原
発
の
な
か
で
可
燃
性

は
東
海
第
２
原
発
だ
け
で
す
。

原
電
は
ケ
ー
ブ
ル
に
防
火
塗
料

を
塗
っ
て
対
応
す
る
と
説
明
し
て

い
ま
す
が
、
規
制
委
側
か
ら
「
難

燃
ケ
ー
ブ
ル
に
取
り
換
え
る
こ
と

も
考
え
て
は
ど
う
か
」
と
指
摘
さ

れ
ま
し
た
。
専
門
家
は
、
難
燃
性

塗
料
で
は
火
災
発
生
は
防
げ
な
い

と
し
て
、
ケ
ー
ブ
ル
火
災
の
危
険

性
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。

日
本
原
電
が
５
月
20
日
、
東
海
第

２
原
発
の
再
稼
働
に
向
け
、
新
規
制

基
準
へ
の
適
合
性
審
査
を
原
子
力
規

制
委
員
会
に
申
請
し
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
は
第
２
回
定
例
会
に

意
見
書
を
提
出
、
東
海
第
２
原
発
の

再
稼
働
中
止
と
廃
炉
を
求
め
ま
し

た
。意

見
書
は
再
稼
働
の
危
険
性
に
つ

い
て
、
▽
運
転
開
始
か
ら
35
年
の
老

朽
原
発
▽
30
㌔
圏
内
に
98
万
人
が
住

む
全
国
１
の
人
口
密
集
地
▽
茨
城
沖

で
の
巨
大
地
震
の
可
能
性
▽
周
辺
に

核
施
設
が
集
積
し
複
合
災
害
の
危
険

―
―
を
あ
げ
て
い
ま
す
。

病院

等

特養

等

老健施

設

障害者

施設

児童養

護施設

救護

施設 計

施設数 139 93 40 28 15 2 317

定員数 12,021 5,443 3,559 1,786 691 183 23,683

病

院

等

特

養

等

老

健

施

設

障

害

者

施

設

児

童

養

護

施

設

救

護

施

設 計

水戸市 50 26 11 7 5 1 100

日立市 22 18 6 1 1 0 48

常陸太田市 11 6 2 1 1 0 21

高萩市 9 2 2 1 3 0 17

ひたちなか市 22 7 6 2 0 0 37

常陸大宮市 4 11 2 3 0 0 20

那珂市 8 7 3 1 3 1 23

鉾田市 0 1 1 2 0 0 4

茨城町 5 5 4 5 2 0 21

大洗町 1 2 1 0 0 0 4

城里町 2 2 1 0 0 0 5

東海村 3 4 1 3 0 0 11

大子町 0 0 0 0 0 0 0

計 139 93 40 28 15 2 317

笠間市 2 2 0 2 0 0 6

日
本
原
電
が
再
稼
働
を
め
ざ

し
て
い
る
一
方
で
、
県
・
市
町

村
の
避
難
計
画
策
定
は
見
通
し

が
立
っ
て
い
ま
せ
ん
。
避
難
手

段
、
避
難
経
路
、
避
難
所
の
確

保
な
ど
課
題
が
山
積
で
す
。
と

く
に
避
難
に
援
助
が
必
要
な
入

院
患
者
や
入
所
者
を
抱
え
る
病

院
、
福
祉
施
設
は
30
㌔
圏
内
に

３
１
７
施
設
、
定
員
数
で
２
万

３
千
人
を
超
え
て
い
ま
す
。
県

の
防
災
計
画
で
は
、
病
院
や
福

祉
施
設
の
管
理
者
が
「
避
難
経

（2014年２月１日現・県資料）

病院等…病院、有床診療所
特養等…特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、

軽費老人ホーム

さ
ら
に
審
査
申
請
の
対
策
費
用
７

８
０
億
円
は
、
電
気
料
金
と
し
て
国

（30㌔超の施設は除く）

民
に
負
担
を
強
い
る
こ
と
に
な
る
と

の
べ
、
「
再
稼
働
せ
ず
廃
炉
に
す
る

こ
と
こ
そ
最
も
現
実
的
な
判
断
」
と

意
見
書
の
可
決
を
主
張
し
ま
し
た
。

意
見
書
は
自
民
、
自
民
県
政
ク
、
民

主
、
公
明
は
反
対
し
否
決
と
な
り
ま

し
た
。路

、
誘

導

責

任

者
、
誘

導

方

法
、
患
者
・
入
所
者
の
移
送
に

必
要
な
資
材
の
確
保
に
つ
い
て

の
避
難
計
画
を
作
成
す
る
」
と

明
記
さ
れ
、
施
設
ま
か
せ
に

な
っ
て
い
ま
す
。
住
民
の
避
難

計
画
が
な
い
ま
ま
の
再
稼
働
な

ど
絶
対
に
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

大
内
久
美
子
県
議
は
討
論
で
、
審

査
申
請
し
た
19
基
の
な
か
で
最
も
古

く
、
避
難
計
画
策
定
の
見
通
し
も

立
っ
て
い
な
い
と
指
摘
し
ま
し
た
。

安
倍
政
権
が
７
月
１
日
、

国
民
多
数
の
声
に
背
い
て
、

集
団
的
自
衛
権
行
使
容
認
の

「
閣
議
決
定
」
を
強
行
し
ま

し
た
。
「
憲
法
９
条
の
も
と

で
海
外
で
の
武
力
行
使
は
許

さ
れ
な
い
」
と
い
う
従
来
の

政
府
見
解
を
百
八
十
度
転
換

し
、
「
海

外

で

戦

争

す

る

国
」
へ
の
道
を
開
く
も
の
で

す
。日

本
共
産
党
県
議
団
は
今

議
会
に
意
見
書
を
提
出
、
集

団
的
自
衛
権
行
使
を
容
認
す

る
憲
法
の
解
釈
変
更
は
行
わ

な
い
よ
う
求
め
ま
し
た
。

訴える大内久美子県議（水戸駅南口）
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教
育
へ
の
首
長
の
介
入
に
道
を
開
く

教
育
委
員
会
改
悪
法
が
自
民
、
公
明
な

ど
の
賛
成
で
強
行
成
立
し
ま
し
た
。

大
内
、
鈴
木
両
県
議
は
５
月
９
日
、

県
教
委
に
教
育
委
員
会
改
悪
法
に
反
対

す

る

よ

う

申

し

入

れ

ま

し

た

【
写
真
】
。
日
本
共
産
党
は
教
育
内
容

制
度
の
根
幹
を
ゆ
る
が
す
医
療
・
介
護
総

合
法
が
６
月
18
日
、
自
民
・
公
明
両
党
の
賛

成
で
可
決
、
成
立
し
ま
し
た
。

県
内
に
は
「
要
支
援
１
・
２
」
と
認
定
さ

れ
た
人
は
２
万
１
千
人
以
上
お
り
ま
す
。
今

後
は
、
「
訪
問
介
護
」
や
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
な

ど
の
「
通
所
介
護
」
を
利
用
し
て
い
る
要
支

援
者
は
保
険
給
付
で
は
受
け
ら
れ
な
く
な

り
、
各
市
町
村
の
事
業
に
置
き
換
え
ら
れ
ま

す
。
関
係
者
は
「
市
町
村
に
受
け
皿
は
な

く
、
サ
ー
ビ
ス
に
格
差
が
生
じ
る
」
と
異
議

要支援１ 9,269人(8.6％）

要支援２ 12,374人(11.5％）

要介護１ 21,666人(20.1％）

要介護２ 21,042人(19.5％）

要介護３ 16,919人(15.7％）

要介護４ 14,802人(13.7％）

要介護５ 11,831人(11.0％）

介護保険の枠外になる

「要支援１・２」は

県内で21,000人以上

（2014年４月末現在）

県
内
公
立
校
の
エ
ア
コ
ン
設
置
率
は
関
東
１

都
６
県
で
最
低
水
準
で
す
。
大
内
県
議
は
小
中

学
校
へ
の
設
置
に
県
の
独
自
支
援
を
提
起
し
ま

し
た
。

と
く
に
特
別
支
援
学
校
は
著
し
く
遅
れ
て
お

り
、
早
期
に
１
０
０
％
設
置
を
求
め
ま
し
た
。

石
川
財
務
課
長
は
「
２
０
１
４
年
度
か
ら
３
年

間
で
特
別
支
援
学
校
の
全
普
通
教
室
に
設
置
す

る
。
で
き
る
も
の
は
前
倒
し
し
て
実
施
し
て
い

く
」
と
答
え
ま
し
た
。

県
立
高
校
で
は
Ｐ
Ｔ
Ａ
負
担
で
設
置
さ
れ
て

お
り
、
大
内
県
議
は
公
費
に
よ
る
設
置
を
検
討

小中学校（％） 特別支援学校(％)

①東京都 99.9 ①東京都 100.0

②神奈川県 71.3 ①神奈川県 100.0

③群馬県 57.6 ①栃木県 100.0

④埼玉県 48.9 ④埼玉県 99.6

⑤栃木県 42.3 ⑤千葉県 97.5

⑥千葉県 24.3 ⑥群馬県 77.7

⑦茨城県 23.5 ⑦茨城県 47.2

全国平均 32.8 全国平均 74.3

（2014年4月１日現在）

本
県
の
小
中
学
校
耐
震
化
は
依
然
と
し
て
遅

れ
て
い
ま
す
。
大
内
県
議
は
、
毎
年
巨
費
を
投

じ
て
い
る
保
有
土
地
対
策
な
ど
の
財
政
運
営
を

改
め
、
学
校
耐
震
化
１
０
０
％
へ
独
自
補
助
を

提
起
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
耐
震
化
が
必
要

な
吊
り
天
井
は
、
高
校
で

は
体
育
館
な
ど
１
２
８
棟

あ
り
、
全
国
の
２
・
６
倍

も
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

石
川
財
務
課
長
は
「
来
年

度
ま
で
に
撤
去
ま
た
は
落

下
防
止
対
策
を
完
了
し
た

い
」
と
答
え
ま
し
た
。

小中学校 84.3％（全国40位）

高等学校 87.5％（全国31位）

特別支援学校 94.5％（全国36位）

（2014年4月１日現在）

「
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
」
に
基
づ
き

県
は
今
年
３
月
「
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
」

を
策
定
し
ま
し
た
。
同
法
は
子
ど
も
に
「
い

じ
め
の
禁
止
」
を
義
務
付
け
、
厳
罰
で
取
り

締
ま
る
仕
組
み
や
、
道
徳
教
育
を
上
か
ら
お

し
つ
け
る
な
ど
、
か
え
っ
て
逆
効
果
に
な
り

か
ね
な
い
問
題
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

大
内
県
議
は
「
い
じ
め
は
子
ど
も
の
成
長

途
上
で
誰
に
で
も
生
じ
う
る
も
の
で
あ
り
、
教

育
の
営
み
と
し
て
解
決
す
る
こ
と
が
基
本
」
と

の
べ
、
早
期
発
見
と
迅
速
な
対
応
の
た
め
の
条

件
整
備
を
提
起
し
ま
し
た
。
具
体
策
と
し
て
教

師
の
多
忙
化
を
解
消
し
、
子
ど
も
と
向
き
合
う

時
間
の
保
障
、
少
人
数
学
級
の
拡
充
、
学
力
テ

ス
ト
の
中
止
、
養
護
教
諭
の
複
数
配
置
、
ス

ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
増
員
と
待
遇
改
善
な

ど
を
求
め
ま
し
た
。

２
月
の
大
雪
で
は
農
業
用
ハ
ウ
ス
の

倒
壊
な
ど
県
内
で
も
大
き
な
被
害
を
受

け
ま
し
た
。
そ
の
後
、
撤
去
や
再
建
費

用
の
助
成
が
決
ま
り
ま
し
た
が
、
被
災

農
家
に
い
ま
だ
に
支
援
金
が
届
い
て
い

ま
せ
ん
。
ま
た
制
度
を
知
ら
な
い
農
家

も
多
数
残
さ
れ

て
い
ま
す
。
大

内
県
議
は
６
月

18

日
、
関
係
者

と
と
も
に
県
に

申
請
期
限
の
延

長
と
早
期
の
支

援
金
支
給
を
要

請

し

ま

し

た

【
写
真
】
。

へ
の
政
治
介

入

を

許

さ

ず
、
教
育
委

員
会
が
教
育

要
求
を
施
策

に

反

映

さ

せ
、
教
育
の

自
主
性
を
大

切
に
す
る
機

関
と
し
て
改

革
・
活
性
化

す
る
よ
う
よ

び
か
け
て
い

ま
す
。

―
―
こ
の
ほ
か
、
信
号
機
設
置
予
算
の
増
額
、

Ｄ
Ｖ
相
談
体
制
、
児
童
虐
待
で
の
警
察
と
児
童
相

談
所
と
の
連
携
な
ど
を
取
り
上
げ
ま
し
た
。

す
る
よ
う
提
起
し
ま
し
た
。
小
野
寺
教
育
長
は

「
熱
中
症
か
ら
子
ど
も
の
健
康
を
守
る
問
題
で

も
あ
る
。
問
題
意
識
を
も
っ
て
検
討
し
て
い

く
」
と
答
え
ま
し
た
。

を
唱
え
て
い
ま
す
。

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
入
所
が
要
介
護
３

以
上
に
限
定
さ
れ
ま
す
。
県
内
の
待
機
者
６

７
０
０
人
の
う
ち
「
要
介
護
１
・
２
」
は
１

８
０
０
人
で
す
。
こ
れ
ら
の
人
は
「
虐
待
被

害
者
」
や
「
認
知
症
」
な
ど
一
部
の
例
外
を

除
い
て
入
所
対
象
外
と
な
っ
て
し
ま
い
ま

す
。
さ
ら
に
同
法
で
は
、
年
金
収
入
２
８
０

万
円
の
世
帯
に
介
護
保
険
利
用
料
「
二
割
負

担
」
を
導
入
。
医
療
分
野
で
は
、
都
道
府
県

主
導
で
病
床
の
再
編
・
削
減
を
推
進
す
る
仕

組
み
が
つ
く
ら
れ
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
県
議
団
は
第
２
回
定
例
会
に

意
見
書
を
提
出
、
「
社
会
保
障
に
対
す
る
国

の
責
任
を
投
げ
捨
て
る
も
の
」
と
指
摘
し
、

同
法
案
の
撤
回
を
求
め
ま
し
た
。

関東１都６県の公立校エアコン設置状況

本県の公立学校耐震改修状況


